
2016年度第2四半期決算の概要について説明します。
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サマリーについて説明します。

受注高は、前年同期から1,199億円減少し、 １兆6,644億円となりました。

売上高は、前年同期から1,315億円減少し、１兆7,505億円となりました。減少の主な理

由は為替影響ですが、加えて売上高の計上遅れの傾向が見られました。当社の事業
特性上、受注が売上に転じるまで平均して約1.5年から2年ぐらいの時間がかかります
が、その売上計上時期が後倒れになっているためです。

営業利益は、前年同期から大幅に減少し、384億円となりました。主な理由として、売
上高の減少、M&Aによる販売費及び一般管理費の増加、為替影響、一部事業におけ
るコスト悪化等が挙げられます。

経常利益は、前年同期から1,137億円減少のマイナス18億円となりました。これは営業

利益の減少に加え、主に為替差損と持分法投資損失によるものです。持分法投資損
失については、三菱自動車工業㈱の第1四半期決算を持分連結したことによるもので
す。なお、三菱自動車工業㈱は第1四半期末で持分法適用会社から外れたため、第2
四半期（単期）決算以降の業績影響はありません。

特別損益は、マイナス127億円となりました。主な内訳は、投資有価証券売却益37億
円と、客船事業関連損失164億円です。
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今回計上した客船事業に係る損失は建造中の2番船に関するものですが、その内訳は
以下の通りです。

まず、円高によるユーロ建収入の目減り分が、約70億円含まれます。

次に、品質及び工程を確保する為に、2番船において一部のパートナーを変更したこと
による追加コスト相当分が、約40億円含まれます。

残りは、現在就航中の1番船で判明した課題を2番船へ水平展開した費用や、客船の建

造拠点である長崎市で発生した大雨にともなう浸水による建造工程への影響などです
。

客船の工事そのものは、混乱も起こっておらず、社内計画に対して比較的順調に進ん
でいます。私自身が見る限り、計画された建造工程に対してやや前倒しで進んでいると
考えています。顧客ともきちんとコミュニケーションを取っており、顧客と相談をしながら2
番船の納期を検討しています。

これらを踏まえ、親会社株主に帰属する当期純利益（以下、純利益）は、前年同期から
623億円減少のマイナス189億円となりました。

EBITDAについても、営業利益の減少により、前年同期から708億円減少の1,263億円と
なりました。
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セグメント別の状況について説明します。

受注高・売上高とも、4つの事業セグメントで前年同期を下回りました。

営業利益は、特に交通・輸送セグメントが前年同期から大きく減少し、マイナス180億円
となりました。その主な要因は以下の通りです。

まずは、為替影響です。同セグメントは、商船やTier1（民間航空機）等、為替の影響を強
く受ける事業を抱えているためです。

次に、Tier1（民間航空機）事業の悪化です。

まずカナダのボンバルディア社向け機種や米国のボーイング社向け777型機において、
生産機数減少の影響がありました。

また、ボーイング社向け787型機において、累計生産機数増加にともなう習熟効果発揮

を前提とした契約価格漸減分に見合うコスト削減が、目標に対して未達成となったことも
影響しています。

続いて、商船事業の悪化です。既受注船におけるコスト未達にともなう受注工事損失引
当金の追加計上や、一部案件における不具合対応に係る費用などを織り込みました。
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加えて、開発途上にあるMRJ関連費用の増加です。

そのほかのセグメントについては、全社的な為替影響や、機械・設備システムで世界経
済減速にともなう製鉄機械やコンプレッサ等の減収による悪化が見られたものの、全体
として大きな変化はないと考えています。

先行きのリスクを一定程度織り込んだ結果、2016年度上期は低い営業利益率となりま
したが、2016年度下期の定常収益率は通常の水準に回復すると考えて
います。
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貸借対照表について説明します。

当社は、社内経営管理指標としてキャッシュコンバージョンサイクルを導入する等、常日
頃より全社を挙げてバランスシートの効率化を進めています。

資産は、2015年度末から2,028億円減少し、5兆3,001億円となりました。売上高が減少
傾向にあるにも関わらず、たな卸資産が増加した点を課題と捉えています。

純資産は、上半期の純利益がマイナスとなったこと、配当金の支払いがあったこと、昨
今の円高にともなう海外保有資産の換算差額の調整などにより、2015年度末から1,218
億円減少しました。
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主要財務指標およびキャッシュフローについて説明します。

主要財務指標はご覧の通りです。

当社の最も重要な経営指標の一つであるフリーキャッシュフローは、マイナス2,170億

円となりました。計画に対する営業利益の伸び悩み等により、営業キャッシュフローが
前年同期から大きく悪化しました。下期において、より一層のキャッシュフロー改善活
動を推進していきます。
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セグメント別状況について説明します。

受注高の各セグメント別構成比に、大きな変動はありません。

受注残高は、2015年度末から3,222億円減少の6兆5,729億円となりました。当期受注
高（1兆6,644億円）が当期売上高（1兆7,505億円）よりも約860億円少ない中、受注残
高が約3,200億円も減少した理由は、当期末時点の外貨建受注工事を実勢の為替レ
ートで評価替したことによるものです。
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受注高の各セグメント別構成比も、大きな変動はありません。

エネルギー・環境において、前年同期に売上高が大きく増えた化学プラントが減収とな
ったことや、機械・設備システムにおいて、世界経済の停滞を受けた製鉄機械などが
減収となったことなどにより、全社としては前年同期から1,315億円の減収となりました
。
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営業利益について説明します。

ご覧の通り、交通・輸送が前年同期から大きく減少し、マイナス180億円となりました。
理由は、4ページに記載の通りです。

結果として、2016年度上期の営業利益は前年同期から大幅に悪化しましたが、ほかの

セグメントについては、従来計画に対してそれほど大きく崩れてはいないと評価してい
ます。
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前年同期からの営業利益の増減を示したグラフです。
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2016年度業績見通しについて説明します。

受注高は、下期の前提為替レート見直しを反映し、前回公表値から2,000億円下方修
正した4兆8,000億円としました。

売上高は、受注高と同じく下期の前提為替レート見直しを反映したことに加え、3ページ

に記載の通り、受注済工事の売上計上（工事進捗）がやや遅れ気味である状況を織り
込み、前回公表値から3,000億円下方修正した4兆円としました。

営業利益は、前回公表値から900億円下方修正した2,400億円としました。2016年度上
期の粗利益率は約18%ですが、3,000億円の売上下方修正により約600億円の粗利益
減少となること等を加味したものです。

経常利益は、前回公表値から1,000億円下方修正した1,800億円としました。2016年度
上期の営業外損益約マイナス400億円には、特殊要因である三菱自動車工業㈱の持
分法投資損失分（マイナス188億円）が含まれていますので、下期はその影響を除外し
たマイナス200億円を見込み、合計でマイナス600億円の営業外損益を織り込んだもの
です。

また、本日10月31日に公表した通り、現在全社的に推進中であるアセットマネジメント
の一環として、当社100％出資の菱重ファシリティー＆プロパティーズ㈱の子会社であ
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る菱重プロパティーズ㈱の株式の70％を西日本旅客鉄道㈱に譲渡します。これにより、
約600億円の特別利益、約1,000億円のフリーキャッシュフローが発生する見込みです。
以上をふまえ、当期純利益は前回公表値の1,000億円に据え置きました。

ROE、EBITDAはご覧の通りです。

フリーキャッシュフローは、菱重プロパティーズ㈱の株式譲渡による約1,000億円のフリ
ーキャッシュフローを織り込み、前回公表値の1,300億円から1,000億円に見直しました
。

なお、上記の業績見通しには、米国サザンカリフォルニアエジソン社サンオノフレ原子力
発電所（SONGS：San Onofre Nuclear Generating Station）の取替用蒸気発生器供給契約
に係る仲裁の影響は含まれていません。

年間配当予想は、前回公表値から変更ありません。なお、本日10月31日の当社取締役
会にて、中間配当6円を決議しました。
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期首からの2016年度営業利益見通し修正の推移を、要因別に示したグラフで
す。

1点目は、主に交通・輸送セグメントで発生する為替影響です。対ドル前提為
替レートを、期首の110円から100円に見直したことが、350億円（*）の減益要
因です。（*上記グラフの灰色部分の合計）

2点目は、全社的な売上計上遅れを、300億円（*）の減益要因として織込みま
した。（*上記グラフのオレンジ色部分の合計）

3点目は、船舶（商船）やTier1（民間航空機）、MRJといった交通・輸送セグメン
トの特殊要因を、350億円（*）の減益要因として反映しました。（*上記グラフの
青色部分の合計）

4点目に、その他として100億円の減益を織り込み、2,400億円の営業利益見
通しとしました。

3ページ及び12ページに記載の通り、2016年度下期に発生し得るリスクを2016
年度上期（第2四半期累計）業績に一定程度織り込み済みです。課題はいろ

いろとあるものの、必要な対策を着実に実行できれば、現状の業績見通しは
達成可能と考えています。
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以上で、2016年度第2四半期決算の説明を終わります。
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